                                        　　　


（様式－ 
１
）
	　　　　　　　　　　　　　　　参加表明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　分任支出負担行為担当官

　　近畿地方整備局　○○河川国道事務所長
　　　　　　　　　　　　○○　○○　　殿

                                       住所

                                       電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＦＡＸ　

　　　                                 企業名

　　                                   代表者  　役職名　　氏名　　　　　印
※紙入札方式で押印省略する場合のみ記入
（責任者連絡先）　　　　　　　　（担当者連絡先）

所属部署　　　　　　　　　　　　所属部署
氏　　名　　　　　　　　　　　　氏　　名
電話番号　　　　　　　　　　　　電話番号
ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号
E-mail　　　　　　　　　　　　　E-mail
　令和○○年○○月○○日付けで手続開始の公示のありました○○○○業務に参加を希望します。

　なお、予算決算及び会計令(昭和２２年勅令第１６５号)第７０条の規定に該当する者でないこと並びに参加表明書の内容については事実と相違ないことを誓約します。




注１）参加表明書として様式－１から様式－８、様式－１３及び様式－１４までのうち、別紙－４（提出様式該当一覧）に該当（○）するものについて作成し提出してください。（持参の場合は様式－１２も併せて提出してください。）
注２）別紙－４（提出様式該当一覧）に（任意）とあるものは、賃上げの実施の加点を希望する場合に提出してください。
注３）発注者の承諾を得て、紙入札方式による参加希望者は、返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金を加えた所定の料金の切手を貼った長３号封筒を参加表明書と併せて提出して下さい。

注４）紙入札方式による参加希望者は、代表者印を押印してください。
注５）紙入札方式でも代表者の印を省略できるが、押印省略する場合は「責任者」の氏名及び連絡先を記入すること。
（様式－ 
２
）
・企業の実績等

                                               会社名：

	①補償コンサルタント登録している全ての部門（公示日現在）

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

	②同種又は類似業務経歴（詳細は様式－３のとおり）

	番

号
	業務分類
	業務名


	発注機関


	履行期間



	
	同種又は類似の別
	部門


	
	
	

	１

件目


	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	

	２

件目


	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	

	③過去２ヶ年に完了した近畿地方整備局（港湾空港関係を除く）発注の補償関係コンサルタント業務の優良工事等施工者（建設コンサルタント等）表彰（局長表彰、部長表彰もしくは事務所長表彰の別） 

	局長・部長・事務所長表彰の別
	業務名


	表彰年度


	履行期間



	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	


注１：②の業務分類には、入札説明書（個別事項）に示す「参加表明書の提出者に対する要件」において定義した「同種業務」「類似業務」の区分及び「登録規程の該当する部門」を記載する。

　また、同種又は類似業務経歴として記載する件数は、最大２件とする。ただし、同種業務が一の契約でない場合は、複数の業務を併せて同種業務１件とすることができるが（各件目の２段目以降に記載すること）、業務数が最少となる組合せのみ業務実績として認める。

注２：②に記載した当該業務の契約書等の写しを添付すること。ただし、テクリスに登録され、業務の内容が確認できる場合、契約書等の写しの添付は不要とする。
注３：総合評価落札方式（業務チャレンジ型）は③の記載は不要とする。
注４：③に記載した業務表彰を確認できるもの（表彰状等）を添付すること。

（様式－ 
３
）
企業の過去１０ヶ年に完了した同種又は類似業務実績

（企業の業務実績の評価関係）

                                              会社名： 
	企業名


	

	業務分類


	

	業務名


	

	ﾃｸﾘｽ登録番号


	

	業務成績


	

	契約金額


	

	履行期間


	

	履行場所


	

	発注機関名

住所

TEL
	

	業務の概要


	


注１：業務分類には、入札説明書（個別事項）に示す「参加表明書の提出者に対する要件」において定義した「同種業務」「類似業務」の区分及び「登録規程の該当する部門」を記載する。

注２：「業務成績」の欄には、記載した業務実績に業務成績がある場合は、当該業務の業務成績を記載し、業務成績評定通知書等の写しを添付すること。
注３：当該業務の契約書等の写しを添付すること。ただし、テクリスに登録され、業務の内容が確認できる場合、契約書等の写しの添付は不要とする。

注４：様式－２②に記載した全ての同種又は類似業務を本様式により提出する。

注５：様式－４－１に記載した配置予定主任担当者の同種又は類似業務を重複して記載できる。
（様式－ 
４
－１）

・配置予定主任担当者の経歴等

                                                            会社名：

	ふりがな
①氏名
	ﾃｸﾘｽの建設実績技術者ID  
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格

　補償業務管理士（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

　　　　　　　　（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

 　　　　　　　 （部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

　補償業務管理者（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

　実務経験者　　（部門：　　　　　）・経験年数：　　　年　　月（詳細は様式－４－２のとおり）
　測量士　　　　  　　　　　　　　　・登録番号：　　　　　・登録年月日：

	⑤同種又は類似業務の実績（詳細は様式－４－３のとおり）

	番号
	業務分類
	業　務　名


	発注機関


	履行期間

	
	同種又は類似の別
	部門
	
	
	

	１

件

目
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	  　(　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	    (　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	　  (　○○　として従事）
	

	２

件目
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	　　(　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	 　 (　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	　　(　○○　として従事）
	

	⑥手持業務の状況、主任担当者等となっている契約金額500万円以上の業務（但し国土交通省所管業務において調査基準価格を下回る金額で落札した業務は、業務名の先頭に【低】を付して記載すること）

	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	
	（契約金額合計　　　　万円）


	⑦過去４ヶ年に完了した近畿地方整備局（港湾空港関係を除く）発注の補償関係コンサルタント業務の表彰(優良工事等施工者(建設コンサルタント等)表彰（局長表彰・部長表彰・事務所長表彰）、優秀建設技術者表彰の別に記載)


	業務表彰の別
	表彰年度
	業務名
	履行期間

	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	

	⑧当該地域の業務実績（地域精通度の評価）（１件）

	業務名

	職務上の立場

	発注機関

	履行期間

	履行対象地域
	契約金額


	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	　 業務成績

	
	
	
	
	
	

	⑨長期休暇に関する事項

	長期休暇の名称
	長期休暇を取得した期間

	
	　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日まで

	⑩CPD取得単位

	継続教育学習制度
	運営機関等
	取得単位数
	取得期間（取得に要した期間を記載）

	補償コンサルタントＣＰＤ制度

	一般社団法人日本補償コンサルタント協会
	
	


注１：④に記載した当該資格を証する書面等の写し（補償業務管理者は最新の補償コンサルタント登録申請書（別表含む）及び登録通知書の写し（新規登録又は更新登録後に今回該当する部門を追加登録した場合は登録追加申請書及び登録通知書の写しも併せて添付。補償業務管理者を変更した場合は届出先の受付印のある変更届出書の写しも併せて添付）。補償業務管理士は有効な補償業務管理士登録証の写し（補償業務管理士資格証書は不要）。測量士は登録証明書等）を添付すること。
注２：④に記載する実務経験は、起業者である発注者から直接に受託又は請け負ったものを記載する（行政機関における経験は含まない）。

注３：⑤に記載する業務の件数は最大２件とする。ただし、同種業務が一の契約でない場合は、複数の業務を併せて同種業務１件とすることができるが（各件目の２段目以降に記載すること）、業務数が最少となる組合せのみ業務実績として認める。○○には「主任担当者」「担当技術者」を記述する。
注４：⑥に記載する国土交通省の所管に係る業務等で、繰越明許費に係る翌年度にわたる債務負担（翌債）により、履行期間を延長して前年度から当該年度に繰越を行ったものがある場合には業務名の先頭に【繰】を付して記載すること。ただし、当該業務の契約金額は契約金額合計には含まないこと。
注５：⑥にテクリスに登録されていない実績を記した場合は、分担金額が確認できる出資比率を示した協定書等の写しを添付すること。

注６：⑦に記載した表彰に係る表彰状等を添付すること。

注７：⑧に記載した当該業務の契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しを添付すること。ただし、テクリスに登録され、業務の内容が確認できる場合、契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しの添付は不要とする。なお、業務成績がある場合は、業務成績が記載されている業務成績評定通知書等の写しは添付すること。

注８：⑨に記載する長期休暇を取得した期間の認定は、年単位であり、１年以上のものを対象とします。
注９：総合評価落札方式（業務チャレンジ型）は⑦の記載は不要とする。

（様式－４－２）

・配置予定主任担当者の実務経歴書［同種業務における主たる部門の実務経験］
　（様式－４－１④実務経験者の詳細）                   会社名：

	配置予定主任担当者の氏名
	

	履行期間及び実務経験年数
	業 務 名

	業 務 概 要

	発注機関

	契約金額


	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	


注１：実務経験年数は、契約期間のうちで当該業務に本人が直接従事した日数を合計し、30日を１月、20日を0.7月、15日を0.5月、10日を0.3月、3日を0.1月として記載する。同一日に複数の業務を実施した場合にも1日とカウントする。
注２：入札説明書（個別事項）に示す「配置予定技術者に対する要件」「配置予定主任担当者」「資格等」において定義した「登録規程の該当する部門」で、様式４－１④に記載の部門に関してのみ記載すること。契約書の添付は要しない。

注３：実務経験は、起業者である発注者から直接に受託又は請け負ったものを記載する（行政機関における経験は含まない）。

（様式－４－３）

・配置予定主任担当者の過去１０ヶ年に完了した同種又は類似業務の実績

  （配置予定主任担当者の業務実績の評価関係（様式－４－１⑤の詳細））

　                                                    会社名：

	配置予定主任担当者の氏名
	

	業務分類


	

	業務名


	

	テクリス登録番号

	

	業務成績


	                 （詳細は様式－４－４のとおり）

	契約金額


	

	履行期間


	

	履行場所


	

	発注機関名

住所

ＴＥＬ
	

	業務の概要


	（　○○　として従事）

	当該技術者の業務担当の内容


	


注１：業務分類には、入札説明書（個別事項）に示す「配置予定主任担当者に対する要件」において定義した「同種業務」、「類似業務」の区分及び「登録規程の該当する部門」を記載する。

注２：「業務成績」の欄には、記載した業務実績に業務成績がある場合は、当該業務の業務成績を記載し、配置予定主任担当者の業務成績が明記された業務成績評定通知書等の写しを添付すること。ただし、総合評価落札方式（業務チャレンジ型）は様式－４－４は不要とする。
注３：業務の概要については、具体的に記述すること。○○には、「主任担当者」又は「担当技術者」を記述する。

注４：当該業務の契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しを添付すること。ただし、テクリスに登録され、業務の内容が確認できる場合、契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しの添付は不要とする。

注５：様式－４－１⑤に記載した全ての同種又は類似業務を本様式により提出する。
（様式－４－４）

・配置予定主任担当者の過去１０ヶ年に完了した同種又は類似業務成績の評価関係
（様式－４－３業務成績の詳細）

                                                         会社名：

	１

件

目


	業務分類
	業　　務　　名
	業務成績
	評価点

	
	 
	
	　　点
	　　　　点

	
	
	
	      点
	　　　　点

	
	
	
	      点
	　　　　点

	    ①　平　均
	 　　　　点


	２

件

目


	業務分類
	業　　務　　名
	業務成績
	評価点

	
	 
	
	　　点
	　　　　点

	
	
	
	      点
	　　　　点

	
	
	
	      点
	　　　　点

	    ②　平　均
	 　　　　点


注１：業務分類には、入札説明書（個別事項）に示す「配置予定主任担当者に対する要件」において定義した「同種業務」、「類似業務」の区分及び「登録規程の該当する部門」を記載すること。

注２：提出する最大２件の同種又は類似業務の業務成績（技術者評定）について記載すること。ただし、同種業務が一の契約でない場合は、下記記載例を参考に記載すること。また、業務成績（技術者評定）がない業務の業務成績欄は『－』表示とすること。

注３：評価点（太線枠内）の記載は不要とする。

注４：評価は、提出のあった２件について、各々の業務成績（技術者評定）で評価点を算出し、その平均で評価を行う。なお、同種と類似業務による区別は行わない。

　　　提出された同種・類似業務に国土交通省（港湾空港関係を除く）発注及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部（港湾空港関係を除く）発注の業務成績（技術者評定）がないため、業務成績を評価できない場合は、近畿地方整備局における過去２ヶ年の業務成績評定の補償関係コンサルタント業務の平均値の評価の１ランク下の評価とする。
２件目の提出が無い場合、２件目は評価点０の業務が提出されたものとする。（詳細は、入札説明書（個別事項）別紙１「②配置予定技術者の評価」「配置予定主任担当者の経験及び能力」の「成績・表彰」の判断基準を確認すること。）

　　　なお、同種業務が一の契約でない場合も様式－４－４に記載された組合せ毎に各業務の業務成績（技術者評定）で評価点を算出（業務成績（技術者評定）がないため、業務成績を評価できない場合は、近畿地方整備局における過去２ヶ年の業務成績評定の補償関係コンサルタント業務の平均値の評価の１ランク下の評価とする。）し、その平均を組合せ毎の評価点とする。（詳細は、入札説明書（個別事項）別紙２「①配置予定技術者の経験及び能力」「配置予定技術者の経験及び能力」の「成績・表彰」の判断基準を確認すること。）
　　　また、それぞれの平均評価点を算出する際の端数処理は、小数点第４位を切り捨てる。

　〈記載例〉同種業務が物件部門・機械工作物部門・営業補償特殊補償部門の場合

	１

件

目


	業務分類
	業　　務　　名
	業務成績
	評価点

	
	同種・物件部門
	 ○○事業○○地区物件調査業務
	  78  点
	　　　　点

	
	同種・機械工作物部門
	 ○○事業○○地区機械調査業務
	  72  点
	　　　　点

	
	同種・営業補償特殊補　　　償部門
	 ○○事業○○地区営業調査業務


	  76  点


	　　　　点

	    ①　平　均
	 　　　　点


	２

件

目


	業務分類
	 業　　務　　名
	業務成績
	評価点

	
	同種・物件部門
	 △△事業△△地区物件調査業務
	  76  点
	　　　　点

	
	同種・機械工作物部門
	 △△事業△△地区機械調査業務
	  －  点
	　　　　点

	
	同種・営業補償特殊補　　　償部門
	 △△事業△△地区営業調査業務


	  74  点


	　　　　点

	    ②　平　均
	 　　　　点


　〈評価例〉上記記載例の場合における指名段階の評価基準による評価例
	１

件

目


	業務分類
	業　　務　　名
	業務成績
	評価点

	
	同種・物件部門
	 ○○事業○○地区物件調査業務
	  78  点
	    23点

	
	同種・機械工作物部門
	 ○○事業○○地区機械調査業務
	  72  点
	     0 点

	
	同種・営業補償特殊補　　　償部門
	 ○○事業○○地区営業調査業務


	  76  点


	    15 点


	    ①　平　均
	12.666点(※1)


	２

件

目


	業務分類
	業　　務　　名
	業務成績
	評価点

	
	同種・物件部門
	 △△事業△△地区物件調査業務
	  76  点
	    15 点

	
	同種・機械工作物部門
	 △△事業△△地区機械調査業務
	  －  点 
	△点(※2)

	
	同種・営業補償特殊補　　　償部門
	 △△事業△△地区営業調査業務


	  74  点


	     4 点


	    ②　平　均
	(15+△+4)/3点

(※1)


　　　①、②の平均評価点：{12.666+(15+△+4)/3}/2点(※1)

※1：小数点第４位を切り捨てる。
※2：近畿地方整備局における過去２ヶ年の業務成績評定の補償関係コンサルタント業務の平均値の評価の１ランク下の評価
（様式－ 
５
）
・配置予定照査技術者の経歴等

                                                               会社名：

	ふりがな
①氏名
	ﾃｸﾘｽの建設実績技術者ID

	②生年月日



	③所属・役職



	④保有資格
補償業務管理士（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：
　　 補償業務管理者（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：
　　 実務経験者　　（部門：　　　　　）・経験年数：　　　年　　月（詳細は以下のとおり）

	履行期間及び実務経験年数
	業 務 名

	業 務 概 要

	発注機関

	契約金額


	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	テクリス登録の有無 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 

	 　

	
	

	⑤CPD取得単位

	継続教育学習制度
	運営機関等
	取得単位数
	取得期間（取得に要した期間を記載）

	補償コンサルタントＣＰＤ制度



	一般社団法人日本補償コンサルタント協会
	
	


注１：④に記載した当該資格を証する書面等の写し（補償業務管理者は最新の補償コンサルタント登録申請書及び登録通知書の写し（新規登録又は更新登録後に今回該当する部門を追加登録した場合は登録追加申請書及び登録通知書の写しも併せて添付。補償業務管理者を変更した場合は届出先の受付印のある変更届出書の写しも併せて添付）、補償業務管理士は有効な補償業務管理士登録証の写し（補償業務管理士資格証書は不要））を添付すること。

注２：④に記載する実務経験は、起業者である発注者から直接に受託又は請け負ったものを記載する（行政機関における経験は含まない）。

注３：実務経験年数は、契約期間のうちで当該業務に本人が直接従事した日数を合計し、30日を１月、20日を0.7月、15日を0.5月、10日を0.3月、3日を0.1月として記載する。同一日に複数の業務を実施した場合にも1日とカウントする。

注４：契約書の添付は要しない。

（様式－ 
６
）

・配置予定担当技術者の経歴等
　（配置予定担当技術者のうち評価対象者１名のみ記載すること）
                                                               会社名：

	ふりがな

①氏名
	ﾃｸﾘｽの建設実績技術者ID

	②生年月日



	③所属・役職



	④保有資格

補償業務管理士（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：
　　補償業務管理者（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：
　　実務経験者　　（部門：　　　　　）・経験年数：　　　年　　月（詳細は以下のとおり）
 　   測量士　　　　　　　　　　　    　　・登録番号：　 　　　・登録年月日：

	履行期間及び実務経験年数
	業 務 名

	業 務 概 要

	発注機関

	契約金額


	自　年　　月

至　年　　月

実務経験年数

　　年　　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号： 
	 　

	
	

	自　年　　月

至　年　　月

実務経験年数

　　年　　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	 　

	
	

	自　年　　月

至　年　　月

実務経験年数

　　年　　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	 　

	
	

	自　年　　月

至　年　　月

実務経験年数

　　年　　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	 　

	
	

	
	
	
	
	


注１：④に記載した当該資格を証する書面等の写し（補償業務管理者は最新の補償コンサルタント登録申請書及び登録通知書の写し（新規登録又は更新登録後に今回該当する部門を追加登録した場合は登録追加申請書及び登録通知書の写しも併せて添付。補償業務管理者を変更した場合は届出先の受付印のある変更届出書の写しも併せて添付）。補償業務管理士は有効な補償業務管理士登録証の写し（補償業務管理士資格証書は不要）。測量士は登録証明書等）を添付すること。

注２：④に記載する実務経験は、起業者である発注者から直接に受託又は請け負ったものを記載する（行政機関における経験は含まない）。

注３：実務経験年数は、契約期間のうちで当該業務に本人が直接従事した日数を合計し、30日を１月、20日を0.7月、15日を0.5月、10日を0.3月、3日を0.1月として記載する。同一日に複数の業務を実施した場合にも1日とカウントする。
注４：契約書の添付は要しない。
（様式－６－１）

・配置予定担当技術者の経歴等
　（配置予定担当技術者のうち評価対象者１名のみ記載すること）
                               会社名：

	ふりがな
①氏名
	ﾃｸﾘｽの建設実績技術者ID
     　　　　　　　　
	②生年月日



	③所属・役職

	④保有資格

　 補償業務管理士（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：
補償業務管理者（部門：　　　　　）・登録番号：　　　　　・登録年月日：

　 実務経験者　　（部門：　　　　　）・経験年数：　　　年　　月（詳細は様式－６－２のとおり）
　 測量士　　　　 　　　　　　 　　　・登録番号：　　　　　・登録年月日：

	

	⑤同種又は類似業務の実績（詳細は様式－６－３のとおり）

	番号


	業務分類
	業　務　名


	発注機関


	履行期間



	
	同種又は類似の別
	部門


	
	
	

	１

件

目


	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	   　(　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	     (　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	     (　○○　として従事）
	

	２

件

目


	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	     (　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	     (　○○　として従事）
	

	
	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	     (　○○　として従事）
	

	⑥過去４ヶ年に完了した近畿地方整備局(港湾空港関係を除く）発注の補償関係コンサルタント業務の表彰(優良工事等施工者（建設コンサルタント等）表彰（局長表彰・部長表彰・事務所長表彰）、優秀建設技術者表彰の別に記載)

	業務表彰の別
	表彰年度
	業務名
	履行期間

	
	
	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	

	⑦当該地域の業務実績（地域精通度の評価）（１件）

	業務名

	職務上の立場
	発注機関

	履行期間

	履行対象地域
	契約金額


	ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	   業務成績

	
	
	
	
	
	

	⑧長期休暇に関する事項

	長期休暇の名称
	長期休暇を取得した期間

	
	　　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日まで

	⑨CPD取得単位

	継続教育学習制度
	運営機関等
	取得単位数
	取得期間（取得に要した期間を記載）

	補償コンサルタントＣＰＤ制度

	一般社団法人日本補償コンサルタント協会
	
	


注１：④に記載した当該資格を証する書面等の写し（補償業務管理者は最新の補償コンサルタント登録申請書及び登録通知書の写し（新規登録又は更新登録後に今回該当する部門を追加登録した場合は登録追加申請書及び登録通知書の写しも併せて添付。補償業務管理者を変更した場合は届出先の受付印のある変更届出書の写しも併せて添付）。補償業務管理士は有効な補償業務管理士登録証の写し（補償業務管理士資格証書は不要）。測量士は登録証明書等）を添付すること。
注２：④に記載する実務経験は、起業者である発注者から直接に受託又は請け負ったものを記載する（行政機関における経験は含まない）。

注３：⑤に記載する業務の件数は最大２件とする。ただし、同種業務が一の契約でない場合は、複数の業務を併せて同種業務１件とすることができるが（各件目の２段目以降に記載すること）、業務数が最少となる組合せのみ業務実績として認める。○○には「主任担当者」「担当技術者」を記述する。

注４：⑥に記載した表彰に係る表彰状等を添付すること。ただし、総合評価落札方式（業務チャレンジ型）は⑥の記載は不要とする。
注５：⑦に記載した当該業務の契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しを添付すること。ただし、テクリスに登録され、業務の内容が確認できる場合、契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しの添付は不要とする。
なお、業務成績がある場合は、業務成績が記載されている業務成績評定通知書等の写しは添付するこ
と。
注６：⑧に記載する長期休暇を取得した期間の認定は、年単位であり、１年以上のものを対象とします。
（様式－６－２）

・配置予定担当技術者の実務経歴書［同種業務における部門の実務経験］
　　（様式－６－１④実務経験者の詳細）                   会社名：

	配置予定担当技術者の氏名
	

	履行期間及び実務経験年数
	業 務 名

	業 務 概 要

	発注機関

	契約金額


	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	

	自　年　月

至　年　月

実務経験年数

　　年　月
	ﾃｸﾘｽ登録の有無
 　 有・無
ﾃｸﾘｽ登録番号：
	
	
	


注１：実務経験年数は、契約期間のうちで当該業務に本人が直接従事した日数を合計し、30日を１月、20日を0.7月、15日を0.5月、10日を0.3月、3日を0.1月として記載する。同一日に複数の業務を実施した場合にも1日とカウントする。
注２：入札説明書（個別事項）に示す「配置予定技術者に対する要件」「配置予定担当技術者」「資格等」において定義した「登録規程の該当する部門」で、様式－６－１④に記載の部門に関してのみ記載すること。契約書の添付は要しない。

注３：実務経験は、起業者である発注者から直接に受託又は請け負ったものを記載する（行政機関における経験は含まない）。

（様式－６－３）

・配置予定担当技術者の過去１０ヶ年に完了した同種又は類似業務の実績
（様式－６－１⑤の詳細）

 （配置予定担当技術者の業務実績の評価関係） 　　　　　　　　　　　会社名：   
	配置予定担当技術者の氏名
	

	業務分類
	

	業務名


	

	テクリス登録番号

	

	業務成績


	

	契約金額


	

	履行期間


	

	履行場所


	

	発注機関名

住所

ＴＥＬ
	

	業務の概要


	（　○○　として従事）

	当該技術者の業務担当の内容


	


注１：業務分類には、入札説明書の（個別事項）に示す「配置予定主任担当者に対する要件」において定義した「同種業務」、「類似業務」の区分及び「登録規程の該当する部門」を記載する。

注２：「業務成績」の欄には、記載した業務実績に業務成績がある場合は、配置予定担当技術者の業務成績が明記された業務成績評定通知書等の写しを添付すること。

注３：業務の概要については、具体的に記述すること。○○には、「主任担当者」又は「担当技術者」を記述する。

注４：当該業務の契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しを添付すること。ただし、テクリスに登録され、業務の内容が確認できる場合、契約書等の写し及び業務を担当したことを証する書面の写しの添付は不要とする。

注５：様式－６－１⑤に記載した全ての同種又は類似業務を本様式により提出する。
（様式－ 
７
）
・業務実施体制      　　　　　　　　　　　　　　　　     会社名：                   
	分担業務の内容
	備　　　　　考
	割　合
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１：１社単独により、業務を実施する場合には「分担業務の内容」欄に「分担業務無」と記載の上、本様式を提出すること。ただし、他の補償関係コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄に再委託の具体的内容を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載し、割合欄に業務全体に占める再委託割合を記載すること。また、業務の主たる部分を再委託してはならない

（様式－ 
８
）
  ・直接的雇用関係に関する要件の確認

	

	　　以下に該当する場合
	(
	を記す。

	  □　本業務の履行期間中に配置する入札説明書（共通事項）及び入札説明書（個別事項）で示す「配置予定技術者に対する要件」で定義された配置予定技術者との雇用関係は直接雇用により業務を実施する。




（様式－ａ）【大企業用】

従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は令和○年）※１において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすることを
表明いたします。
　従業員と合意したことを表明いたします。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　（住所を記載）

　代表者氏名　　　

　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印

　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

注１）※１上記の「令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は令和○年）」は、事業年度又は暦年のどちらか一方にて表明してください。
　　 ※２本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。

注２）事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３ヶ月以内に（分任）支出負担行為担当官に提出してください。
ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長がなされた場合には、(分任)支出負担行為担当官への提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。

　　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。

注３）暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３ヶ月以内に（分任）支出負担行為担当官に提出してください。
注４）注２）又は注３）による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。

注５）注４）による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した(分任)支出負担行為担当官により適宜の方法で通知するものとします。
注６）前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結した場合における、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。

なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期間と今回の表明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上げ実施期間には重複がないように留意してください。
（様式－ａ）【中小企業等用】

従業員への賃金引上げ計画の表明書

当社は、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は令和○年）※１において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすることを
表明いたします。

　従業員と合意したことを表明いたします。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　（住所を記載）

　代表者氏名　　　

　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。

令和　年　　月　　日

　株式会社○○○○

　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印

　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

注１）※１上記の「令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は令和○年）」は、事業年度又は暦年のどちらか一方にて表明してください。
　　 ※２本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。

注２）事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３ヶ月以内に(分任)支出負担行為担当官に提出してください。

　　　ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長がなされた場合には、(分任)支出負担行為担当官への提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限に延長するものとします。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。

注３）暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３ヶ月以内に(分任)支出負担行為担当官に提出してください。

注４）注２）又は注３）による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を減点するものとします。

注５）注４）による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した(分任)支出負担行為担当官により適宜の方法で通知するものとします。
注６）前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結した場合における、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。

　　　なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期間と今回の表明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上げ実施期間には重複がないように留意してください。

（様式－b）
ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況
会　社　名：

※１～３の全項目について、該当するものに○を付けること。

※それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し）を添付すること。

※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人については、それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書の写し）を添付すること。また、下記の項目について、「認定を取得」を「認定に相当」と読み替えること。

１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定

○プラチナえるぼし認定を取得している。

【　該当　・　該当しない　】

○えるぼし３段階目の認定を取得している。

【　該当　・　該当しない　】

○えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。

【　該当　・　該当しない　】

○えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。

【　該当　・　該当しない　】
２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定

○「プラチナくるみん認定」を取得している。

【　該当　・　該当しない　】

○「くるみん認定」（令和７年４月１日以降の基準）を取得している。

【　該当　・　該当しない　】
○「くるみん認定」（令和４年４月１日～令和7年3月31日までの基準）を取得している。

【　該当　・　該当しない　】

○「トライくるみん認定」（令和７年４月１日以降の基準）を取得している。

【　該当　・　該当しない　】
○「くるみん認定」（平成29 年４月１日～令和４年３月31 日までの基準）を取得している。

【　該当　・　該当しない　】

○「トライくるみん認定」（令和４年４月１日～令和7年3月31日までの基準）を取得してい
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【　該当　・　該当しない　】

○「くるみん認定」（平成29 年３月31 日までの基準）を取得している。

【　該当　・　該当しない　】
３．青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定

○ユースエール認定を取得している。

【　該当　・　該当しない　】

（様式－ 
９
）
技術提案書

業務の名称　　○○○○
履行期間　　契約締結日の翌日から令和○○年○○月○○日

標記業務について、技術提案書を提出します。

令和　　年　　月　　日

分任支出負担行為担当官

近畿地方整備局　○○事務所長
○　○　　○　○　殿

提出者）住　　所

　　　電話番号

　　　　企 業 名

代 表 者　　役職名　　氏名　　印

担当者）担当部署

　　　　氏　　名
　　　　電話番号
　　　　Ｆ Ａ Ｘ

　　　　E-mail
　　　　　　　　　　　　　　　※紙入札方式で押印省略する場合のみ記入
責任者）担当部署

　　　　氏　　名
　　　　電話番号
　　　　Ｆ Ａ Ｘ

　　　　E-mail
注１：技術提案書として様式－９から様式－１１までのうち、別紙－４（提出様式該当一覧）に該当（○）するものについて作成し提出してください。
注２：紙入札方式による場合は代表者印を押印して下さい。

注３：紙入札方式でも代表者の印を省略できるが、押印省略する場合は「責任者」の氏名及び連絡先を記入すること。
（様式－ 
１０（１／２ページ）
）　
会社名：　　　　　　　　　　　　　　
	・業務の実施方針
	
	・実施フロー

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


・工程計画
	項目
	業務工程
	備考

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（様式－ 
１０（２／２ページ）
）
・重要事項の指摘と重要事項の指摘に対する対応
	①
	重要事項の
指摘
	

	
	重要事項の
指摘に
対する対応
	

	②
	重要事項の
指摘
	

	
	重要事項の
指摘に
対する対応
	


・地域の実情を把握したうえで業務の円滑な実施に関する提案
	地域の実情
	

	提　　　案
	


注１：本様式は、総合評価落札方式（１：１、１：２）の様式であり、（業務能力評価型）、（業務チャレンジ型）の様式ではない。

注２：業務の実施方針、実施フロー、工程計画、重要事項の指摘と重要事項の指摘に対する対応について簡潔に記載する。

注３：上記会社名欄以外に提出者を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
注４：「地域の実情を把握したうえで業務の円滑な実施に関する提案」については入札説明書（個別事項）において指定されている場合に限る。

注５：総合評価落札方式（業務能力評価型）及び（業務チャレンジ型）については本様式では無いことに留意すること。
（様式－１０（簡易））
会社名：　　　　　　　　　　
・簡易な実施方針
○業務の実施方針
	

	

	

	

	

	


○成果物の品質確保を踏まえた実施方針
	

	

	

	

	

	


・工程計画
	項目
	業務工程
	備考


	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注１：本様式では、総合評価落札方式（業務能力評価型）及び（業務チャレンジ型）の様式である。

注２：業務の実施方針、工程計画についてＡ４判１枚に簡潔に記載する。
注３：上記会社名欄以外に提出者を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
（様式－ 
１１
）　
会社名：　　　　　　　　　　　　　　

	・評価テーマに対する技術提案
	


	評価テーマ：　○○○○○○○○

	

	実現性における類似業務　（業務名：　　　　　　　　　　テクリス登録番号：　　　　　　）
概要：



注１）評価テーマに対する技術提案の作成にあたっては、曖昧な表現は避け、実施することを明確に記載する
こと。なお、曖昧な表現の場合は評価しない。
注２）上記会社名欄以外に提出者を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載して
はならない。
注３）１テーマにつきＡ４判１枚を標準として記載する。なお、入札説明書（個別事項）で枚数が別途指定さ
れている場合はこの限りで無い。

（様式－ 
１２
）
令和○年○月○日
分任支出負担行為担当官
○　○　地　方　整　備　局
○○事務所長
　○　○　　○　○　　殿

住　　　　　所

会　　社　　名

代　表　者　名
○○業務の参加表明書は、容量を超えたため持参にて提出します。

なお、問い合わせ先は下記のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．問い合わせ先

担当者　：

部署　：  ○○本店○○部○○課

電話番号　：  （代）○○－○○○－○○○○〔（内）○○○○〕
２．持参する書面の目録
３．持参する書類の頁数　　全○○頁
 （様式－１３） 

・中立公平性に関する要件の確認（用地調査業務）

	

	　　以下に該当する場合
	(
	を記す。

	□　本業務の履行期間中に履行期間があり、本業務の同種業務（入札説明書（個別事項））に該当する部門のいずれかの部門に係る、当該分任支出負担行為担当官が発注する用地調査点検等技術業務を受注（落札決定後、未契約を含む。以下同じ。）していない。

□　本業務の履行期間中に履行期間があり、本業務の同種業務（入札説明書（個別事項））に該当する部門のいずれかの部門に係る、当該分任支出負担行為担当官が発注する用地調査点検等技術業務を受注している者と資本・人事面で関係が無い。

□　本業務を受注した場合、次の中立公平性に関する要件を遵守する。

本業務を受注した者及び本業務を受注した者と資本・人事面で関係がある者は、本業務の履行期間中に、本業務の同種業務（入札説明書（個別事項））に該当する部門のいずれかの部門に係る、当該分任支出負担行為担当官が発注する用地調査点検等技術業務の入札に参加することができない。

※資本・人事面で関係があるとは、次の(a)、(b)又は(c)に該当するものをいう。

(a)資本関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。

1）子会社等と親会社等の関係にある場合。

2）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

(b)人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、ｱ)については、会社等の一方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社である場合を除く。

ｱ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

①
株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。


(ⅰ)会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役


(ⅱ)会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役


(ⅲ)会社法第２条第15号に規定する社外取締役




(ⅳ)会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行し　　　　ないこととされている取締役

②
会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役

③
会社法第575条第１項に規定する持分会社の社員

④
組合の理事

⑤
その他業務を執行する者であって、①から④までに掲げる者に準ずる者

ｲ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねている場合

ｳ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

(c)その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

      組合（設計共同体含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記(a)又は(b)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。


（様式－１４） 
・中立公平性に関する要件の確認（用地調査点検等技術業務）

	

	　　以下に該当する場合
	(
	を記す。

	□　本業務の履行期間中に履行期間があり、本業務の同種業務（入札説明書（個別事項））に該当する部門のいずれかの部門に係る、当該分任支出負担行為担当官が発注する用地調査等業務を受注（落札決定後、未契約を含む。以下同じ。）していない。

□　本業務の履行期間中に履行期間があり、本業務の同種業務（入札説明書（個別事項））に該当する部門のいずれかの部門に係る、当該分任支出負担行為担当官が発注する用地調査等業務を受注している者と資本・人事面で関係が無い。

□　本業務を受注した場合、次の中立公平性に関する要件を遵守する。

本業務を受注した者及び本業務を受注した者と資本・人事面で関係がある者は、本業務の履行期間中に、本業務の同種業務（入札説明書（個別事項））に該当する部門のいずれかの部門に係る、当該分任支出負担行為担当官が発注する用地調査等業務の入札に参加することができない。

※資本・人事面で関係があるとは、次の(a)、(b)又は(c)に該当するものをいう。

(a)資本関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。

1）子会社等と親会社等の関係にある場合。

2）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合

(b)人的関係

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、ｱ)については、会社等の一方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社である場合を除く。

ｱ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

①
株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。


(ⅰ)会社法第２条第11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員である取締役


(ⅱ)会社法第２条第12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役


(ⅲ)会社法第２条第15号に規定する社外取締役




(ⅳ)会社法第348条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行し　　　　ないこととされている取締役

②
会社法第402条に規定する指名委員会等設置会社の執行役

③
会社法第575条第１項に規定する持分会社の社員

④
組合の理事

⑤
その他業務を執行する者であって、①から④までに掲げる者に準ずる者

ｲ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項又は会社更生法第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下単に「管財人」という。）を現に兼ねている場合

ｳ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合

(c)その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

      組合（設計共同体含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記(a)又は(b)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。


質問様式
質問書
業務名：○○○○○業務　　　　　
	番号
	質問に関する入札説明書、

特記仕様書等の記載箇所
	質問
	回答

	１
	例：入札説明書Ｐ○　○．（○）
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


注）１．質問書に会社名（過去に受注した具体的な業務名等の記載により会社名が類推される場合を含む。）を記載しないこと。このような質問があった場合には、回答を行わない場合がある。


２．質問項目が５項目以上ある場合は適宜様式を複写のうえ、６項目以降の番号を付与して提出すること。


３．見積参考資料に関する質問回答は、何ら請負契約上の拘束力を生じさせるものではありません。
状況に応じいずれかを選択※２





状況に応じいずれかを選択※２
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